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はじめに―ニューディール研究の背景

第二次世界大戦後のアメリカ合衆国（以下、
アメリカと略）社会は、1930年代の「ニュー
ディール体制」によってその基底が形成された。
というのは、民主党のフランクリン・Ｄ・ロー
ズヴェルト（Franklin D. Roosevelt）政権が財政・
労働・福祉などの幅広いニューディール政策を
実施し、「大きな政府」の方向性のもとで社会
政策や制度改革に取り組んだため、リベラルな
政策理念や多元的な社会システムが定着するよ
うになり、アメリカ社会に活力と柔軟性を与え
てきたからである1)。
ところが、1981年１月にロナルド・Ｗ・レー
ガン（Ronald W. Reagan）政権が発足すると、
「ニューディール体制」が育み、戦後も引き継
がれてきた伝統的な理念や価値観を逆転させる
ようなモメントが強く作用するようになった。
それは、「大きな政府」から「小さな政府」へ、
ケインズ主義からマネタリズムへ、リベラリズ
ムから保守主義・ネオリベラリズムへと転換す
る傾向が顕在化し、多くの国民も共和党政権が
主導するこうした変化を支持したからである。
特に、ネオリベラリズム（新自由主義）は、個
人の自由や市場原理を再評価し、政府による
個人や市場への介入を最低限とすべきと提唱
する思想であり、その顕在化は世界にグローバ
リゼーションをもたらし、アメリカが主導する

ポスト冷戦のグローバル社会を拡げ、世界各国
の政治、経済、社会、文化がアメリカのように
なるアメリカニゼーションというタームも生ま
れた。その結果、アメリカでは反ケインズ革命
や反福祉国家の動きが強まり、様々な社会理念
や価値観が大きな転換を余儀なくされたため、
「ニューディール体制」はますます色褪せて見
えるようになった2)。新自由主義が解体対象と
したのは、まさにこの「ニューディール体制」
であった。
これは、「ニューディール体制」の社会・経
済システムが戦後の深刻な社会問題に有効に対
処できなくなり、様々な矛盾や弊害を蓄積させ
てしまったからであった。たとえば、1960年
代に高揚した公民権運動は、「ニューディール
体制」のリベラリズムが “社会的弱者 ”をいか
に統合しても、黒人やインディアンなどのマ
イノリティ・グループが依然として “忘れられ
た”存在に変わりないことを証明した。しかも、
1960年代末頃からアメリカ経済に不景気とイ
ンフレが同時に表れ始め、1973年10月に始まっ
た第一次オイル・ショック以後は高失業・高イ
ンフレのスタグフレーションが深刻化した。ス
タグフレーションは、原油価格の高騰、原材料
や素材関連の価格上昇などによって不景気の中
でも物価が上昇したためであり、その結果、ケ
インズ的な政策を放棄して貨幣供給量の安定化
と経済の自立性を重視する方向性が強まった3)。
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Ⅰ　“ 強いアメリカ ” は実現したか

このような事態を迎えたのは、ヴェトナム戦
争にのめり込んでいったアメリカが国際収支の
悪化によって「ドル危機」を募らせ、1971年
８月になって金・ドル兌換禁止（“ニクソン・
ショック ”）に踏み切らざるを得なくなり、ド
ルの価値が急落してドルを基軸とするブレトン
＝ウッズ体制が崩壊したためであった。まさに
パクス・アメリカーナの凋落ぶりの表われであ
り、各国の通貨価値がアンカーなき変動相場制
を漂うことになり、超大国アメリカが政治的に
も経済的にも衰退する局面に至ったのであっ
た。その結果、アメリカ経済の国際競争力は著
しく低下し、国内では社会秩序の乱れも重なっ
て、ますます “病めるアメリカ ”を危ぶむ声が
高まり、「アメリカ衰退論」が百家争鳴の如く
頻繁に表れるような状況になった4)。
しかし、レーガン政権から始まり、共和党が
主導した「現代アメリカ体制」は、目標として
いた経済の再建と “強いアメリカ ”の実現に成
功したとは言い難い。レーガン政権の８年間
で “ 双子の赤字 ”（twin deficit）は大きく拡大
し、1985年秋にアメリカは65年ぶりで債務国
へと転落してしまった。しかも、1987年10月
27日の “ ブラック・マンデー”が “ パニック ”
を起こし1929年10月の株価暴落を思い起こさ
せ、1997年10月19日の “ ブルー・マンデー”
には、ニューヨーク証券取引所のサーキッド・
ブレーカーが初めて発動され、取引停止措置が
とられたのであった5)。これらの株価暴落は、
アメリカ経済の先行き不安が募り、出口が見え
ない “売り ”の連鎖が拡大したためであった。
共和党がいかに強硬な姿勢を見せても、1992
年11月の大統領選挙では民主党のビル・クリ
ントン（Bill Clinton）が当選を果たした。クリ
ントン政権は、1998年にジョージ・Ｈ・Ｗ・
ブッシュ（George H. W. Bush）政権でも果たせ

なかった財政黒字を29年ぶりで実現すると、
老後における医療保険の適用年齢引き下げや放
課後の児童施設拡充など、福祉や教育にも配慮
する姿勢を見せた。ところが、2008年９月に
アメリカの大手投資銀行のリーマン・ブラザー
ズ・ホールディングスが経営破綻し、巨大金融
機関への救済措置がとられなかったことにより
市場参加者に不安が広がり、企業に資金が出回
らなくなる信用収縮が深刻化した。この “リー
マン・ショック ”は、住宅市場の悪化によるサ
ブプライム住宅ローン危機が契機となったもの
であり、世界金融危機が連鎖的に広がった6)。
しかし、2008年11月の大統領選挙で民主党
のバラク・Ｈ・オバマ２世（Barack H. Obama 

II）が勝利し、アメリカ史上初の黒人大統領が
誕生すると、1930年代のニューディールやフ
ランクリン・Ｄ・ローズヴェルト（Franklin D. 

Roosevelt）が取りざたされるようになった。そ
の結果、「新しいニューディール」（New New 

Deal）や「フランクリン・デラノ・オバマ」な
どというタームも生まれた7)。
2009年１月に発足したオバマ政権は「グリー
ン・ニューディール」を提唱し、新しいニュー
ディール政策を再生可能エネルギー、資源効率
消費など今日の環境問題を梃子に蘇らせ、地球
温暖化・気候変動問題と経済格差の是正を目的
にした、積極的な財政出動による経済刺激策
の推進を訴えた。オバマ政権は、環境や再生可
能エネルギー分野への投資により景気刺激を図
り、雇用創出と経済の安定化を実現するととも
に、環境への負荷を削減するための産業構造へ
と、大きな社会変革を目指す政策を訴えた8)。
このようにアメリカ社会の歩みを振り返る
と、現在のアメリカはネオリベラリズムとグ
ローバリゼーションによって大きく分断され、
「ニューディール体制」のもとで保守・リベラ
ル双方の投げかけた批判や課題、さらには多元
的な社会・経済システムに対して激しい論争が
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彼らは、ローズヴェルトの大統領としてのカリ
スマ性や改革的精神を重視し、共和党が主導し
た保守的な1920年代と違って、民主党のローズ
ヴェルトが多くの政策で指導力やイニシアティ
ヴを発揮したと評価した。たとえば、ギャレン
ソンは、1935年の産業別組織委員会（Committee 

for Industrial Organization）（1938年以降は産業別
組合会議 Congress of Industrial Organization、いず
れも CIO）の結成から1941年の第二次世界大
戦参戦までの６年間に、基幹産業のアメリカ労
働者が労使関係システムの中で対等な存在とし
て認められ、歴史上稀に見る革命的な変化を労
使関係にもたらしたと強調した。またバーンス
タインは、1935年以降の後期ニューディールの
団体交渉政策を、「政府の役割に関する新たな
政策理念」と高く評価した10)。

２．�「保守主義学派」（「コンセンサス学派」）の
ニューディール研究
次に表れたニューディール評価は、アメリカ
社会の根底に本質的な「一貫性」や「同質性」
が存在するという立場であり、ニューディール
政策が様々な改革を実行しても、社会・経済シ
ステムはそれまでと根本的な変化をもたらすも
のではなかったと見なした。このような立場は
「保守主義学派」、あるいは「コンセンサス学派」
と呼ばれ、前述の「革新主義学派」と対照的な
解釈を展開してニューディール評価の幅を大き
く広げた。たとえば彼らは、様々な角度からア
メリカ社会の保守性や体制維持のメカニズムを
肯定的に実証分析し、革命的な社会変革を起こ
さなかったところに「ニューディール体制」の
意義があると結論付けた。それは、こうした解
釈が表れた1950年代半ば頃から、アメリカで
は “イデオロギーの終焉 ”という状況が顕著に
なり、変革を求める国民のエネルギーが行政機
構や政府の施策に吸収されて、現状維持指向の
強い、ある意味では保守的な「大衆社会」が実

続いていると見なければならない。特に、民主
党と共和党の対立はアメリカ社会の政治分断を
深めており、“トランプ現象 ”もそんな政治的
激震の極端な表れに違いない。
したがって、多様性をもつ社会理念や政治思
潮の “振り子 ”が完全に止まってしまったとは
言えないのであり、保守・リベラルの二大政党
が自らの脱皮も含めて新機軸となる政策を打ち
出せるかどうか、現在でも様々な模索が続いて
いるとみることができる。つまり、ニューディー
ル研究は社会の動向とともに変化してきたので
あり、本稿では、このような問題意識のもとで、
ニューディール研究の到達点と残された課題に
ついて考察する。

Ⅱ　ニューディール研究史の総括

１．「革新主義学派」のニューディール研究
ニューディール研究の中で最初に登場したの
は、ローズヴェルト政権が従来と異なる斬新な
政策を実施し、「ニューディール体制」のもと
で新しい社会・経済システムが構築されたとい
う見方であり、結論としてニューディールの
革新性を高く評価するものであった。これは、
ニューディーラー、およびその系譜を引くリベ
ラルたちが与えた評価であり、彼らは「革新主
義学派」と呼ばれる立場から、成果を収めた改
革の頂点としてニューディールを位置付けよう
とした。「革新主義学派」は、ニューディール
が保守派に対抗して新しいリベラリズムを生み
出したと考え、ローズヴェルト政権が改革の伝
統となる、歴史上重要なエポックを画する時代
を構築したと捉えた9)。
これらの潮流には、アーサー・Ｍ・シュレジ
ンガー・ジュニア（Arthur M. Schlesinger, Jr.）、
ウィリアム・Ｅ・ルクテンバーグ（William E. 

Leuchtenburg）、アーヴィング・バーンスタイン
（Irving Bernstein）、ウォルター・ギャレンソン
（Walter Galenson）などの研究者があげられる。
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あれ、基本的にローズヴェルト政権とニュー
ディール政策を肯定的に評価し、組織労働者や
左翼勢力の限界と欠陥を指摘するものであっ
たため、次第にアプローチの仕方や分析対象
に批判が向けられるようになった。その結果、
1960年代後半から修正主義的なニューディー
ル研究（レビショニズム）が始まり、「ニュー
ディール体制」そのものを根本的に見直す姿勢
がとられ、組合幹部や政党指導者よりも、一般
組合員・一般党員（ランク・アンド・ファイル）
の社会意識や生活実態に力点をおいた研究が始
まった。組織の目標達成力、存続能力は、この
膨大な基底メンバー層（一般党員、一般組合員
などの層）の士気、能力によって決まるからで
ある。こうして、次第に「ニューディール体
制」を批判的に捉える、ニューレフトのニュー
ディール研究が隆盛となった14)。

４．ニューレフトのニューディール研究
「革新主義派」や「保守主義派」のニューディー
ル研究に批判が集まったのは、1960年代半ば
になってアメリカ社会が大きく変化してきたこ
とと深い関係があった。当時のアメリカは、社
会改革のエートスを失う「大衆社会」・「管理社
会」が顕在化し、変革のイデオロギーや運動自
体が「体制内」化されてしまう状況になったか
らである。「体制内化」は、社会的アクターが
国家的アクターに包摂されたことを如実に示し
ていた。ニューレフトの運動や思想は、そのよ
うな事態が独占資本・“ビッグ・ビジネス ”と
国家機構の結合した支配体制によって形成され
たと捉え、資本のヘゲモニーと国家の管理・統
制機能が強まったため、「ニューディール体制」
が生み出したとされる、リベラルで多元的な社
会・経済システムがもはや破綻をきたしている
と考えた15)。
そしてニューレフトは、「大衆社会」・「管理
社会」のもとで、政府・資本・労働の協同によっ

現したためであった11)。
「保守主義学派」が「ニューディール体制」
の保守的側面を強調する論拠は、制度改革が資
本家内の穏健派のイニシアティヴで実現したこ
と、公共事業などローズヴェルト政権の復興策
の多くがすでにハーバート・Ｃ・フーヴァー
（Herbert C. Hoover）政権で掲げられていたこ
と、ニューディールの社会改革が南部や連邦議
会の保守派などから反対されて大きな制約を受
けたこと、などが主なものである。いずれにし
ても、「保守主義学派」から見れば、ローズヴェ
ルト政権は下からのラディカルな社会変革や制
度改革の要求を巧みに吸収し、資本主義を現実
的に救済する役割を果たしたのであり、「ニュー
ディール体制」は本質的に保守的な社会・経済
システムを構築したのであった12)。

３．「革新主義派」と「保守主義派」の限界
以上のような「革新主義派」や「保守主義
派」は、研究対象の幅を広げて成果をかなり蓄
積させたため、ニューディール研究は1960年
代初頭までに次のようなまとまりを見せるよう
になった。第一はローズヴェルト論であり、大
統領としてのリーダーシップと “ブレイン・ト
ラスト ”（政策集団）やニューディーラーの姿
勢を明らかにし、同時にリベラル派が構築し
た「ローズヴェルト連合」（Roosevelt Coalition）
の支持基盤を検証するものであった。第二は
ニューディール政策論・ニューディール経済論
であり、政策の有効性や景気回復の実態を検
討して、大恐慌に見舞われた経済構造の特質と
矛盾を分析するものであった。第三は民衆運動
論・労働運動論であり、CIO、共産党、社会党、
地方政党などの組織労働者や左翼勢力が展開し
た運動を掘り起こし、稀に見る体制的危機に挑
戦した運動の組織力と影響力を考察したもので
あった13)。
しかし、これらの研究成果は、程度の差こそ
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して、国民の福祉向上のために積極的な役割を
果たすべきだとする考え方であり、国家の活動
は治安や国防のみに限定されるべきで、国民の
経済活動に介入すべきではないとする「夜警国
家」論に対するアンチ・テーゼであった。
「ニューディール体制」によってアメリカ国
家のあり方や機能が変化したことは確かであ
り、ニューディールに関する国家論研究は非常
に重要である。このような視角を提示した研究
者には、国家権力と独占資本との癒着を指摘し
たガブリエル・コルコ（Gabriel Kolko）、政策
立案の専門家集団と官僚制の出現に着目したロ
バート・Ｈ・ウィービー（Robert H. Wiebe）な
どがあげられ、経済学のジェームズ・リビング
ストーン（James Livingston）や政治学のポー
ル・Ｐ・ライパー（Paul P. Van Riper）などは、
早くから「コーポラティズム体制」、ないしは
「コーポリット・キャピタリズム」（Corporate 

Capitalism）という理論的枠組みを設定して連
邦準備制度や行政機構の分析を試みた18)。
「コーポラティズム論」に基づくニューディー
ル評価には、まずバートン・Ｊ・バースタイ
ン（Barton J. Bernstein）による研究が示唆的
である。バースタインは、「ニューディール体
制」が「コーポリット・キャピタリズム」を
温存し社会を大きく変えることはなかったと
主張した。次にロナルド・ラドシュ（Ronald 

Radosh）の研究があげられる。ラドシュは、
1933年の全国産業復興局（National Recovery 

Administration：NRA）創設や1935年の CIO設
立、ワグナー法・社会保障法の成立過程を再検
討し、ニューディールの諸改革が「コーポリッ
ト・リベラリズム」派と呼ぶ大企業エリートの
構想と一致しており、彼らのヘゲモニーによっ
て諸改革が実現したと論じた。これに対して、
エリス・Ｗ・ホーリー（Ellis W. Hawley）はビ
ジネス側のヘゲモニーを否定し、相互作用の中
でニューディール改革が実行されたとする、独

て形成された社会統合や政治・経済システムを
「コーポラティズム体制」と概念規定し、「ニュー
ディール体制」を「コーポラティズム体制」の
パラダイムを措定して分析した。さらにニュー
レフトは、このような社会統合システムを秩序
付ける理念として「コーポリット・リベラリズ
ム」というコンセプトを適用し、「体制内」化
されたイデオロギーや社会運動を説明した。つ
まり、「コーポリット・リベラリズム」論によ
れば、ニューディール政策の諸改革は対抗関係
のなかで資本家が主導権を握って実現されたも
のであり、ニューディール政策が彼らの構想に
合致していたのであった。その結果、1970年
代頃からのニューディール研究は「コーポラ
ティズム論」に基づくものが多くなり、ニュー
レフトの研究者は、「ニューディール体制」に
構造的な欠陥と矛盾が内在していたと結論付け
た16)。
しかも、政府の規制や改革の成否には、社
会秩序の安定と国民世論の動向が複雑に絡んで
くるため、次第に「コーポリット・リベラリズ
ム」に基づく研究も盛んになった。ニューレフ
ト的な立場からは、マーチン・スクラー（Martin 

Sklar）、ジェームズ・ワインスタイン（James 

Weinstein）、デーヴィッド・イーキンズ（David 

Eakins）、近代組織の出現と官僚制の形成を重視
する「組織学派」からは、エリス・Ｗ・ホーリー
（Ellis W. Hawley）をはじめとして、ルイス・ガ
ランボス（Louis Galambos）、アルフレッド・Ｄ・
チャンドラー２世（Alfred D. Chandler, Jr.）、トー
マス・Ｃ・コックラン（Thomas C. Cochran）、
キム・マクエイド（Kim McQuaid）などがニュー
ディール研究に強い影響を与えた17)。
「コーポラティズム論」に刺激されて、連邦
政府の役割や行政機能の拡大を検証する研究が
始まり、産業規制を推進する「積極国家」（Positive 

State）という概念も生まれた。「積極国家」論
は、国家が国民の経済活動の諸過程にまで介入
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た「戦後体制」の脆弱性を再検討することが焦
点となった21)。
こうした問題意識から、ニューディールの支
持基盤、アメリカ国家の特徴、リベラリズムの
変容、人種・ジェンダーといった分野における
「ニューディール体制」への影響と制約が分析
された。ニューディールの支持基盤については、
実業界と組織労働の実態が明らかにされ、両者
が民主党内で形成した支持ブロックの形成が考
察された。ニューレフトは一部の穏健派資本家
がニューディール改革を支持し主導したことを
論じたが、「新労働史学」や「歴史制度論」は、
資本集約的企業がニューディール改革の受益者
となったと論じた。組織労働に関しては、シド
ニー・ヒルマン（Sidney Hillman）らローズヴェ
ルト政権に関与した労働指導者、アメリカ労
働総同盟（American Federation of Labor：AFL）
と CIOとの対立も含めた組織労働に関する研
究が深まった。「新労働史学」や「歴史制度論」は、
このような実業界の穏健派と組織労働に国家を
加えた新しい同盟関係によって、「ニューディー
ル体制」の支持基盤となる「歴史的なブロック」
が形成されたと捉えた22)。
「歴史制度論」はシーダ・スコッチボルらの
研究に代表されるが、「ニューディール体制」
の政治過程を考察するにあたって、ローズヴェ
ルト政権の改革の進歩性を評価する議論と、企
業エリートのイニシアティヴを重視する「コー
ポリット・リベラリズム」論という、双方に対
する批判を意識していた。ニューディール改
革の制約性ついては政治制度の断片化が指摘さ
れ、「コーポリット・リベラリズム」への批判
としては、政府の自立性の強さと実業界穏健派
の相対的比重の低さが強調された23)。

２．リベラル派の影響力
スコッチポルは、産業界が大恐慌から立ち直
れておらず、自らの力で労使関係を安定化させ

自の「コーポリット・リベラリズム」論を展開
した19)。
しかし、労働史の分野からディヴィッド・ブ
ロディ（David Brody）はこのような「コーポ
リット・リベラリズム」論を批判する。例え
ば、CIOの指導者は企業イデオロギーを共有し
て既存の社会・経済システムの変革に反対して
おり、「コーポリット・キャピタリズム」に賛
成して既存の社会体制を容認したとラドシュは
論じたが、ブロディはこのような論点を真っ向
から否定する。
確かに、当時の実業界は、労働者の団結権・
団体交渉権を明記した1933年の全国産業復興
法（National Industrial Recovery Act：NIRA）第
７条ａ項に不満を持っており、1935年のワグ
ナー法に最後まで反対して大量生産産業におけ
る労働者の組織化を受け入れたくはなかった。
もちろんローズヴェルト政権自体も、ワグナー
法の制定に至るまで、コーポリット・システム
に労働運動を組み入れることに関して明確な展
望を持っていたわけではなかった20)。これらの
研究から、1930年代の「ニューディール体制」
と「戦時体制」の断絶が問題となり、ニュー
ディールの諸改革をどのような勢力がイニシア
ティヴをとったのかということが分析の焦点に
なっていった。

Ⅲ　1980年代以降の現代ニューディー
ル研究

１．「新労働史学」と「歴史制度論」
1981年１月にレーガン政権が発足する頃に
なると、ニューレフト史学を乗り越えようとす
る「新労働史学」（New Labor History）や「歴
史制度論」（Historical Institutionalism）のニュー
ディール研究が始まった。これらの歴史研究は、
保守派による「ニューディール体制」の解体が
なぜ可能になったのかということを問題意識に
して、「ニューディール体制」とそれが定着し

54 『貿易風 ―中部大学国際関係学部論集― 』第20号

（ 6 ）



はワグナーや AFLなどのリベラル派であった。
しかし、この論争は「コーポリット・リベラ
ル」派による社会保障法の影響力に限定されて
おり、ニューディール政策全体の社会改革を視
野に入れていないという弱点がある26)。
スコッチポルのもう一つの特徴は、ケイン
ズ主義の類型化の議論を展開していることで
ある。スコッチポルは、ニューディール期以
後のアメリカの財政支出を社会民主主義のス
ウェーデンと比較して「社会的ケインズ主義」
（Social Keynesianism）、「商業的ケインズ主義」
（Commercial Keynesianism）というコンセプト
を提示している。ケインズ主義とは総需要管理
政策を指しているが、スコッチポルによれば、
スウェーデンは大恐慌に対して完全雇用の実現
を柱とする「社会ケインズ主義」をとったが、
アメリカはこれとは異なる「商業的ケインズ主
義」を採用したと主張する。
この「商業的ケインズ主義」は完全雇用より
もインフレ抑制を重視し、公共支出も積極的な
需要創出を目指したものではなく、経済の管理
や減税に主眼を置いたものであった。社会保障
法やワグナー法が制定される1935年前後の時
期は、民主党リベラル派の政治家と組織労働者
の同盟が形成され、「社会的ケインズ主義」の
可能性が芽生えたが、保守派と南部民主党の反
対にあってきわめて控えめな財政支出に留まっ
たのである。このように捉えるスコッチポルは、
財政支出そのものの位置づけがアメリカと北欧
諸国とでは質的に異なることを示唆している27)。
また、ニューディール改革を主導したリベラ
ル派の分析において、ディヴィッド・プロト
キー（David Plotke）の研究も忘れてはならな
い。プロトキーは、ニューディール改革の主導
勢力は実業界のリベラル派にあるのではなく、
民主党や労働界のリベラル派にあるとの立場に
立ち、「ニューディール体制」を支える「革新
的リベラル派」（progressive liberal）の姿勢を分

ることもできなかったため、ロバート・Ｆ・ワ
グナー（Robert F. Wagner）などの民主党リベ
ラル派が NIRAからワグナー法に至る改革立法
のイニシアティヴをとることができたと論じ
た。このようなスコッチポルの立場からすると、
「コーポリット・リベラリズム」論は企業エリー
トの影響力を過大評価しているのであり、社会
保障法の制定におけるリベラル派の企業家の影
響力を重視するジル・Ｓ・クァダグノ（Jill S. 

Quadagno）、バーバラ・Ｇ・ブレンツ（Barbara 

G. Brents）、Ｊ・クレイブ・ジェンキンズ（J. 

Craig Jenkins）等との論争が展開された24)。
クァダグノ、ブレンツ、ジェンキンズによれ
ば、「コーポリット・リベラリズム」論は、資
本家が自らの利益に沿った政策を政府に採用さ
せることができるとする単純な古い考え方であ
り、社会保障法の制定過程をケース・スタディ
にして、支配的企業の利害がニューディール政
策に反映する条件を明らかにする必要があると
論じた。1935年の社会保障法を重視し、社会
保障法によって失業保険・退職金制度・年金制
度などが整備され、アメリカが福祉国家へ転換
するエポックになったからである。「コーポリッ
ト・リベラル」派と呼ばれる産業界のリベラル
派は、ニューディール以前から年金制度や失業
積立金制度を整備しており、すでに福祉や社会
保障のプログラムの構想を持っていた。そして、
よく取り上げられることであるが、1939年の
『フォーチュン』誌による世論調査では、ビジ
ネス界で社会保障法の廃止を求める経営者は僅
か17.３％しかいなかったのである25)。
しかしスコッチポルは、クァダグノらが「コー
ポリット・リベラル」派の影響力を過大評価し
ていると反論する。実業界全体で見れば、社会
保障法を支持したのはごくわずかであり、支持
を表明した経営者も個人的な信念に基づく政治
的支持であった。したがって、スコッチポルか
らすれば、社会保障法の制定過程を主導したの
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る。このような脈絡からすれば、「戦時体制」
の脆弱性もニューディールのそれに帰結するこ
とになるが、「戦時体制」は社会民主主義と異
質な特徴を持っていることに注目しなければな
らない。そのため、「ニューディール体制」と「戦
時体制」の間には断絶があり、ニューディール
改革を主導した「革新的リベラル派」の性格は、
社会民主主義とは一線を画するものであったと
結論付けられなければならない。
しかし、ニューディール改革を主導し、

「ニューディール体制」の基盤となったリベラ
ル派は、「労働リベラル派」と「実業界リベラ
ル派」に区分され、特に後期ニューディールに
あって前者は、近現代リベラリズムの変容や
ヨーロッパの社会民主主義、福祉国家構想と通
底するベクトルの延長上に位置づけることがで
きる。後期ニューディール政策として、全国労
働関係法（National Labor Relations Act、ワグナー
法）、社会保障法、合衆国住宅法などが成立し
たからである。
ヨーロッパの社会民主主義は、議会制民主主
義の方法によって社会変革や労働者の利益を図
るという、改良主義的なリベラルの思想や運動
であたった。そして、社会民主主義は、福祉国
家構想に基づいて医療や所得、雇用などの社会
保障政策を実施し、資本主義によって生み出さ
れた貧困などの社会的問題に対処し、国民の
安定した生活を目指したからであり、これは
ニューディール政策と共通するところがあった
と言うことができる。特にリベラル派が、組織
労働に対して政治体制の中軸的な担い手とし
て、広範な組織労働者階級や低所得者層全体の
利害を反映した政治要求や産業行動を行うこと
を期待していたことは、重要なニューディール
期リベラル派の特徴である。
したがって、ニューディール期の社会民主主
義的、福祉国家的要素が、第二次世界大戦期か
ら戦後の時期に変容したことを踏まえたうえ

析した。プロトキーは、リベラル派のビジネス
指導者の一部グループがニューディール改革の
イニシアティヴをとっただけであり、もしも革
新的リベラル派の積極的なリードがなければ、
1935年のワグナー法の成立は困難であったと
主張した。
同時にプロトキーは、従来から指摘される、
後期ニューディールの政治的「左傾化」にも批
判を加える。これは民主党のリーダーシップを
誇張させた見方であり、実態とはかけ離れた議
論になっていると強調し、改革のリーダーシッ
プをとった民主党の「革新的リベラル派」が、
多くの点で西欧の社会民主主義とは異なってい
ると主張した。このようなプロトキーの主張は、
ブロディがニューディール期の労働運動に与え
た評価や、スコッチポルが社会保障法の制定過
程に関して行った分析と共通する側面を持って
いる28)。

Ⅳ　今日のニューディール研究と残され
た課題

１．リベラル派の評価
「革新的リベラル派」がニューディール改革
を主導し、「ニューディール体制」を支えたとい
う、スコッチポル、ブロディ、プロトキーの議
論は、単純なニューディール改革＝社会民主主
義論と「コーポリット・リベラル」派のイニシ
アティヴ論との両方に対する批判を踏まえてお
り、「ニューディール体制」とニューディール
改革の主導勢力に関する研究の到達点である。
こうした研究は、1980年代にレーガノミッ
クスが出現したことに強いインパクトを受け、
第二次世界大戦後のアメリカの社会体制がいか
に脆弱であったのかというパースペクティヴを
描いている。その際、これらの研究は「戦時体
制」と「ニューディール体制」との質的差異を
重視しないで、全体として「戦時体制」の起源
を1930年代のニューディールに求めようとす
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関わるリベラリズムと労働運動の変容を考察し
なければならない31)。
このような研究の方向性は、アラン・ブリン
クリー（Alan Brinkley）とネルソン・リヒテン
シュタイン（Nelson Lichtenstein）によって示さ
れた。彼らは、1980年代に「ニューディール
体制」が後退した要因として、戦後の「ニュー
ディール秩序」（New Deal Order）に大きな弱
点があったことを問題意識に据え、1930年代
のニューディール期と「戦後体制」との間には
大きな断絶があったことを共通認識にしてい
た。つまり、第二次世界大戦後に引き継がれた
と言われるニューディールの社会・経済システ
ムは、1930年代のニューディール期に目指さ
れた社会民主主義的な改革要素とは質的に異
なっていたのである。したがって、1980年代
以降の新保守主義やネオリベラリズムの隆盛
は「戦後体制」の弱点のバックラッシュにほか
ならず、ニューディール期の社会・経済システ
ムには評価すべき独自の要素があることを忘れ
てはならない。そのため、1937年恐慌以降の
ニューディールの後退から、「戦時体制」を経
て戦後に至るプロセスでリベラリズムと労働運
動が変容していった視点が重要である32)。

３．�ニューディール期と「戦時体制」の断絶―
研究課題の示唆
ニューディール期と「戦時体制」に大きな断
絶があるという視点は、スコッチポルの「商業
的ケインズ主義」の採用、「社会的ケインズ主義」
の挫折という議論を出発点にしている。ブリン
クリーやリヒテンシュタインは担い手を問題に
し、労働運動と政治との関わりの変容を検討す
ることによって、「社会的ケインズ主義」がリベ
ラリズムや労働運動というニューディール改革
の推進勢力によって担われていたのに対して、
第二次世界大戦後の社会体制は1940年代の「商
業的ケインズ主義」によって形成されたと捉え

で、ニューディール期リベラル派の構想を検証
しなければならない。少なくとも、戦後アメリ
カの高度経済成長期には、軍産複合体に象徴さ
れるような軍事予算の肥大化など、「商業的ケ
インズ主義」的財政支出もある程度の役割を果
たしたものの、主に基幹産業の労使交渉で実現
した高賃金が国内需要拡大の担い手となったの
である29)。

２．「ニューディール体制」の変容
冷戦体制への突入が国内の社会・経済システ
ムにどのような影響力を与えたかという問題意
識に基づいて、1980年代以降、多くの研究者
によって戦後の「ニューディール体制」の変容
に関する研究が進んだ。確かに、1940年代後
半から50年代の冷戦下でマッカーシズムの嵐
が吹き荒れ「反共主義の体制内化」が進み、リ
ベラル派の内部でも反共派の台頭が顕著にな
り、CIO内で共産主義活動家のパージが行われ
た。それは、1947年から政府による公職適格
資格の忠誠審査がおこなわれ、また同年に成立
したタフト ･ハートレー法（Taft-Hartley Act of 

1947）が、非共産主義者であるとの宣誓を労
働組合指導者に求めることを定めていたのであ
る。特に労働運動の場合、1947年のタフト・
ハートレー法がストライキの制限、労資関係に
対する政府干渉権の強化など、1935年のワグ
ナー法で得た労働者の権利を制限しており、経
営者は労働運動へ反撃を加えてその戦闘性を喪
失させ、労働組合内の共産主義者を排除するこ
とに成功した30)。
その結果、戦後のアメリカでは、労働運動は
公的な社会保障の拡充よりも企業年金や企業医
療保障を求めざるを得なくなり、ヨーロッパの
ような公的社会保障制度の拡充路線は放棄され
るのである。このように考えると、アメリカは
ヨーロッパ諸国の福祉国家路線とも異なる道を
歩んだのであり、戦後の制度改革や社会政策に
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カにおいて独特な階級間の協調システムにとっ
てかわったのであった。
リヒテンシュタインは、1948年に成立し
たジェネラル・モーターズ社（General Motors 

Corporation：GM）と全米自動車労働組合（United 

Automobile Workers：UAW）との協約（GM-UAW

協約）、翌1949年のフォード社（Ford Motor 

Company）と UAWとの協約（フォード・UAW

協約）を象徴的に取り上げ、これらの協約に
盛り込まれた合意事項が基幹産業へ浸透して
いったことを重視する。その合意内容は、企業
の生産性向上を賃金に反映させる年次調整条項
（annual improvement factor）、労働者の生活費を
賃金に組み込んで算定する生計費調整条項（cost 

of living adjustment：COLA）、企業年金プラン
（フォード・UAW協約）の３つであった35)。年
次調整条項はインフレ率などを考慮して労働者
保護を調整するものであり、COLAは名目賃金
額を物価その他の経済指標の変動に合わせて自
動的に調整する制度である。これらによって労
働者側には実質賃金の安定化につながり、企業
側にとっては労使紛争による生産性の低下を防
ぐことができるという、双方にとってメリット
があった。また、企業年金プランについては、
1949年６月に UAW は労使協約の期限が切れ
るフォード社に年金プランの構想を要求し、そ
の３カ月後には鉄鋼産業委員会の線に沿った年
金プランの設立が労使双方で合意された。
リヒテンシュタインは、これら３つを労働運
動が質的に変容する重要なファクターと考え、
この協約内容の浸透によって、企業の成長が労
働者の生活向上と密接にリンクするシステムが
基幹産業で構築されたと捉えた。言い換えれば、
アメリカの労働運動、特に CIOの指導者たち
の考えが、個別の交渉だけでなく政党への支持
によって、産業への影響力の強化や福祉政策の
拡充を要求する立場から、労働組合自身の発言
力を重視して個別の団体交渉による年金・健康

た。こうした視角からすれば、「社会的ケイン
ズ主義」がラディカルで社会規制を志向する構
想であるのに対して、「商業的ケインズ主義」は
保守的で財政誘導的な構想であった33)。
ブリンクリーは、リベラリズムと労働運動が

「戦時体制」を経て資本主義批判を放棄し、「大
衆社会」・「管理社会」を維持するための経済的
繁栄を追求する方向へ向かったと考えた。リベ
ラリズムに関して、ブリンクリーは「改革的リ
ベラリズム」（reform liberalism）と「権利重視
リベラリズム」（right-based liberalism）という
２つのコンセプトを提示する。前者が1930年
代のニューディール期のリベラリズムである
のに対して、後者こそが1970年代末まで続く
「ニューディール体制」の基盤となるものであ
り、いわゆる「ニューディール・リベラリズム」
（New Deal Liberalism）であった。この「ニュー
ディール・リベラリズム」は社会改革を志向す
るものではなく、「大衆社会」・「管理社会」の
経済的繁栄を維持することを求めていた。
また、労働運動も変容していた。CIOは、

1930年代後半に労働党結成の構想を放棄して
産業協議会プラン（industrial-council plan）を打
ち立て、民主党や政府との同盟を追求すること
になった。これは、CIOが独立した政治勢力と
なる機会を喪失したことを意味しており、CIO

が「体制内化」された相対的に弱い立場に甘ん
じて、「大衆社会」・「管理社会」の経済成長を
追求・維持する方向に変容したことの表われで
あった34)。
一方、リヒテンシュタインは労働運動の要求
プロセスに着目し、それが政治的経路を通じて
ではなく、自らの団体交渉を通じたものになっ
たことを変容のターニングポイントとしてい
る。労働運動は、ニューディール期から戦後直
後までは経営参加、国民健康保険の制定など、
ヨーロッパ型の社会民主主義的な福祉国家路線
を掲げていたが、1940年代になると、アメリ
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終わりに

このように研究史を振り返ると、ニュー
ディール期に目指された政治目標と「戦後体制」
との間に大きな断絶があり、「ニューディール
体制」を支える労働運動やリベラル派が戦後に
大きく変化したことが分かる。ニューディール
期のリベラリズムは、急進的官僚や閣僚によっ
て推進された政策構想であったが、「戦後体制」
の中でアメリカ政治の正統的教義となった、い
わゆる「ニューディール・リベラリズム」はこ
れとは異質なものであった。したがって、今後
のニューディール研究は、1930年代の「ニュー
ディール体制」の支持基盤と、「戦後体制」の
「ニューディール・リベラリズム」の違いを実
証的に分析しなければならないのである。
特に、現代は地球温暖化と気候変動問題がク
ローズアップされている。そのため、2009年
に発足したオバマ政権は「グリーン・ニュー
ディール」を提唱し、再生可能エネルギーへ
1500億ドルの投資を行い、公共施設の省エネ
化などによって数百万人規模の雇用創出を実現
すると訴えた。そして、国連環境計画（United 

Nations Environment Program：UNEP）の事務局
長アキメ・シュタイナー（Achim Steiner）は、
2008年10月にロンドンでグリーン経済イニシ
アティヴを発表し、世界に向けて「グローバル・
グリーン・ニューディール」を提唱した。これ
は、グリーン・ジョブの創出とグローバル・エ
コ経済システムの再構築による化石燃料への依
存低減を強く求めるものであった38)。すでに第
二次世界大戦が終結して80年の歳月が流れた
のであり、21世紀のグローバルな課題に応え
るためにも、ニューディール研究の深化が強く
求められているのである。

保険を主張する立場へと、大きく方向が変化し
たのである。これは、戦後の労働運動が連邦政
府にリベラルな政策を要求するという包括的な
構想を放棄したことに他ならず、労働運動は、
自らの利益にしか関心を示さない「特殊利益集
団政治」（special interest politics）の中に組み込
まれたのである。そして、変革を求める労働者
のエネルギーが行政機構や政府の施策に吸収さ
れて、現状維持指向の強い、ある意味では保守
的な「大衆社会」・「管理社会」を労働者が支え
ることになっていくのである36)。
リヒテンシュタインは、賃金向上や年金・保
険の充実といった課題について、労働運動が
企業業績と直結した賃上げとフリンジ・ベネ
フィット（賃金以外の給付・サービス）の獲得
に特化していったと考えた。フリンジ・ベネ
フィットは、企業が提供する給与以外の報酬や
手当であり、福利厚生のアメリカ的自由主義レ
ジームのモデルを形成するものであった。その
結果、労働運動が取り組むべき関心や民主党へ
の要求が変化したのであり、リヒテンシュタイ
ンは、戦後の労使関係を、ニューディールとそ
の継承期（1933～1947年）、古典的産業多元
主義と団体交渉の時代（1947～1979年）、そ
の後の1980年代以降という３つの時期に区分
して論じている37)。このようなリヒテンシュタ
インの議論は、労働運動やリベラル派がニュー
ディール期から戦後直後にかけて社会民主主義
的な「体制内化」を進めたのに対して、1948
年の GM-UAW協約の以降は、企業の業績向上
と労働者の生活向上が密接に結びついた「体制
内化」へと進んだことを示唆している。しかし、
このような「体制内化」の類型化の実証分析は、
「ニューディール体制」の研究に関する今後の
大きな課題である。
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